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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

人類の活動領域の拡大や宇宙空間からの地球の諸課題の解決
が本格的に進展し、経済・社会の変革（スペース・トランスフォメー
ション）がもたらされつつある。

また、従来の米露欧日といった宇宙先進国に加え、中国、インドを
はじめとした新興国による国際的な宇宙開発競争が激化。

我が国としても宇宙開発の専門的機関である宇宙航空研究開発
機構（JAXA）を結節点とし産学官による宇宙活動を加速する
必要。

製造産業局宇宙産業室

成果目標

既存の取組に加えて、本事業を推進することで、我が国の宇宙産

業を支える技術的優位性の獲得につながる研究開発・商業化等

を着実に進め、2020年に４兆円となっている宇宙関連市場の規

模を2030年代の早期までに８兆円に拡大していくことを目指す。

事業概要

民間企業・大学等が複数年度(最大10年間)にわたって大胆に研
究開発に取り組めるよう、産学官の結節点としてのJAXAに新たな
基金を設置。

今後策定する「宇宙技術戦略」等を踏まえ、我が国の宇宙活動の
拡大に向けた技術開発テーマを設定。民間企業、スタートアップ、
大学・国研等に対する、先端技術開発、技術実証、商業化等の
支援を強化する。

内閣府・総務省・文部科学省と連携し、「衛星等」、「輸送」、「探
査等」の各分野において、宇宙関連市場の獲得を目指す民間企
業等の商業化の加速、産学官の宇宙へのアクセスや利用の拡大、
幅広いプレーヤによる最先端技術開発への積極的な参画及び戦
略的な連携体制の整備・構築を推進する。

国立研究開発
法人宇宙航空
研究開発機構

民間企業等国

補助
（基金）

委託・補助

宇宙戦略基金の創設
令和5年度補正予算案額 1,260億円
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

人類の活動領域の拡大や宇宙空間からの地球の諸課題の解決
が本格的に進展し、経済・社会の変革（スペース・トランスフォー
メーション）がもたらされつつある。
また、従来の米露欧日といった宇宙先進国に加え、中国、インド
をはじめとした新興国による国際的な宇宙開発競争が激化して
いる。
我が国としても宇宙開発の専門機関である宇宙航空研究開発
機構（JAXA）を結節点とし産学官による宇宙活動を加速する
必要がある。

成果目標

既存の取組に加えて、本事業を推進することで、我が国の宇宙産
業を支える技術的優位性の獲得につながる研究開発・商業化等
を着実に進め、2020年に４兆円となっている宇宙関連市場の規
模を2030年代の早期までに８兆円に拡大していくことを目指す。

宇宙戦略基金事業
令和６年度補正予算案額 1,000億円 製造産業局宇宙産業課

委託・補助（研）宇宙航空
研究開発機構
（JAXA）

民間企業等国

補助
（基金）

事業概要

民間企業・大学等が複数年度(最大10年間)にわたって大胆に
研究開発に取り組めるよう、産学官の結節点としてのJAXAに基
金を設置している。

内閣府・総務省・文部科学省と連携し、「宇宙技術戦略」を参
照しつつ、衛星の開発や輸送（打上げ）等の各分野において、
非宇宙分野のプレーヤーの宇宙分野への参入促進や、新たな宇
宙産業・利用ビジネスの創出、事業化へのコミットの拡大等の観
点から、産業構造の改革・強化を目指したスタートアップ含む民間
企業等に対する技術開発・実証、商業化等の支援を強化する。



1. 米国や中国が打上げ回数を増加させるなか、我が国は依然として限られた内需に対応する“一
品もの”の開発体制から脱却できていない。産業基盤が脆弱な状況において、現状維持を選択
することは、成長する宇宙市場の獲得を逃すリスクだけでなく、安全保障上の大きなリスクと
なる可能性もある。

2. 日本の宇宙産業が国際競争力を持ち、持続的に成長するためには、現状の ①衛星データ利用が
少なく、②衛星の生産も少なく、③打上機会も少ない「三すくみ」の産業構造から、「好循
環」な産業構造への変革が必要。
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宇宙産業の現状と課題
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出所：内閣府宇宙開発戦略推進事務局調べ（打上げ成功のみカウント）を基に経済産業省にて作成
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出所：一般社団法人 日本航空宇宙工業会「R４年度宇宙産業データブック」を基に経済産業省にて作成
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※キューブサット以下の大きさを除いた、20kg程度以上のサイズの衛星を集計。
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※宇宙安全保障構想（令和5年6月13日 宇宙開発戦略本部決定）において、「防衛力は強力な国内宇宙産業と活力あるイノベーション基盤によって支えられている」と記載されている。
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経済産業省のこれまでの取組

1. これまで経済産業省は、機器・技術単位での開発・実証を中心に取り組んできた。

2. こうした中、2023年6月に宇宙基本計画が改訂され、JAXAの戦略的かつ弾力的な資金供給
機能を強化し、国際競争力を持つ企業を戦略的に育成・支援していく方針が示された。

3. その方針を受け、同年度に創設された宇宙戦略基金を活用し、実施方針に沿った技術開発テー
マについて大規模かつ継続的な支援を行うことで、本格的な事業化に向けた取組みを開始した。

本格的な事業化につなげるため、「宇宙戦略基金」を活用し、大規模
かつ継続的に支援

本格的な事業化に向けた支援

宇宙戦略基金の活用

国際市場で勝ち残る意志と技術、事業モデ
ルを有する企業を重点的に育成・支援

民間企業・大学等が複数年度にわたる予見可能性を持って研究開発に取り
組めるよう、新たな基金を創設し、産学官の結節点としてのJAXAの戦略的か
つ弾力的な資金供給機能を強化。

宇宙戦略基金

事業化に向けた研究開発の支援を
通じた宇宙関連産業の振興

事業全体の制度設計、
宇宙技術戦略のローリング等
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宇宙産業基盤の強化に向けた方向性

1. 日本の宇宙産業が国際競争力を持ち、持続的に成長するためには産業構造自体の変革が必要。

2. 成長市場確保の観点からも、安全保障の観点からも、宇宙戦略基金の活用含め様々な経済施
策を一体的に講じていくことで、衛星の量産やロケットの高頻度打上げ等が可能な、強靱な
宇宙サプライチェーンを有する産業構造を目指していく。

3. 宇宙戦略基金における取組みの方向性は以下のとおり。

【令和６年度補正予算 1,000億円】
民間ベースでの開発が加速し国際競争が激化するロケット製造や衛星データ利活用等の
コンステレーションを取り巻く産業において、投資の遅れをとると、国際競争に劣後し
自律性を損ないかねないばかりか、打上費用が継続的に海外流出し続けることとなる。

（例）商業衛星コンステレーション構築加速化

多数の衛星を配備することで高頻度の観測やリアルタイム通信
を可能とする「衛星コンステレーション」について、一定地域
でのサービス展開が可能な基数配備の実現

【令和５年度補正予算 1,260億円】
国民の生活や産業を支え、安全保障にも寄与する重要な基盤となる
「衛星コンステレーション」の早期構築等に向けて取り組んでいる。

衛星コンステ構築を支えるロケット打上げや衛星データ等の周辺産業を強化

宇宙戦略基金（経済産業省分）のコンセプト 宇宙産業基盤の強化
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宇宙戦略基金事業におけるアウトカム目標とロジックモデル（案）

※本ロジックモデル案については、今後も検討・見直し予定。令和5年度補正予算、令和6年度補正予算分など措置される予算（事業メニュー）において同一のロジックモデル（効果発現経路）を用いた検証を行い、測定指標の値等は必要に応じ
て事業メニュー毎に設定することとする。なお、記載の測定指標の値は令和5年度補正予算分。令和６年度補正予算分の測定指標の値については、公募前のため今後設定。

経済・社会等の変化直接コントロールできる部分

予算
（単位：百万
円）

[R05補正予算]
126,000

[R06補正予算]
100,000

---------
協力企業等

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

宇宙関連市場拡
大・経済波及効
果

[測定指標]
宇宙関連市場規
模
経済波及効果

【目標】
・宇宙関連市場規
模：2030年(R12
年）代早期に８兆
円

（中期ｱｳﾄｶﾑ）

宇宙を活用した
地球規模・社会
課題解決への貢
献に資する技術
開発課題を支援
する

[測定指標]

当該年度の支援件
数
【R5補正】 3件

宇宙を利用した
地球規模・社会
課題解決への
貢献

技術開発段階の進展

[測定指標]
当該年度迄に当初の計画
通りまたはそれを超えて進捗
している技術開発テーマの
割合

【R8見込（R5補分）】
80%

国際的競争力の向上
[測定指標]国際的競争力
を有すると合理的に認めら
れた研究開発項目数

民間投資誘発

[測定指標]
プロジェクト実施者による1
～2年目までの関連投資
額の総和

技術開発段階の進展

[測定指標]
当該年度までに実施したス
テージゲート評価及び事後
評価において目標（到達
TRL等）を達成した割合

【R12見込（R5補分）】
70%

民間投資誘発

[測定指標]
プロジェクト実施者による、
3～4年目までの関連投資
額の総和

国際的競争力の向上
[測定指標]国際的競争
力を有すると合理的に認め
られた研究開発項目数

プロジェクトの資金配分・運営方法、個別のプロジェクトの内容の
見直し・仕組みの整備

（長期ｱｳﾄｶﾑ）

技術開発成果の上市及び市場創出効果
[測定指標]

⚫技術開発成果の上市：各技術開発テーマにおいて開
発した技術の事業化等を達成した課題数（累計）
【R15見込（R5補正分）】11件

⚫市場創出効果：各プロジェクトにおけるサービス展開、
上市による売上高
⚫各分野ごとのKPIの達成度
①基幹ロケット・民間ロケットの国内打ち上げ能力を年間30件程度確
保

②国内の民間企業等による衛星システムを5件以上構築
③国内の民間企業等による主要な通信・衛星データ利用サービスを国
内外で新たに30件以上社会実装

④国内の民間企業・大学等が月や火星圏以遠のミッション・プロジェクト
に新たに10件以上参画

⑤国内の民間企業等による地球低軌道を活用したビジネスを10件以
上創出

技術開発成果の社会課題解決に資するサービ
ス展開
[測定指標]
各技術開発テーマにおいて開発した技術によるサービスが
防災・環境等の社会課題解決へ貢献した課題数（累
計）
【R15見込（R5補分）】 2件

民間投資誘発

[測定指標]
プロジェクト実施者による、5～10年目までの関連投資額
の総和（なお、事業期間が5年未満の事業については、
フォローアップ調査にてデータを収集）

宇宙を活用した
地球規模・社会
課題の解決への
貢献に向けた民
間企業・大学・
国研等の技術
開発への支援

宇宙関連市場の
拡大に資する技
術開発課題を支
援する

 [測定指標]
当該年度の支援件
数
【R5補正】 16件

宇宙関連市場
の拡大に向けた
民間企業等の
商業化支援

• プロジェクトおよびその中に含まれる研究開発項目の進捗・取組状況の確認
• 研究開発項目を取り巻く競争状況（国際競争力、競合他社等）変化の確認
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